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環境政策の停滞期

深刻な公害対策への対応が一段落ついたこと

オイルショックにより経済が大きなダメージを受け、その
対応が優先されたこと

から、 １９７０年代後半になると環境政策への関心は

次第に薄れることとなった。

１９７０年代から１９８０年代は環境政策の停滞期と位置
づけられている。

実際この時期、二酸化窒素に関するが緩和されたり、産
業界の反対により環境アセスメントの法制化が見送られ
たりした。
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公害問題から環境問題へ１

しかし、１９８０年後半になると、従来の公害問題
とは異なったタイプの問題、環境問題が出現す
るようになり、そうした環境問題への対応が求め
られるようになった。

公害問題と環境問題の違いについて述べてみ
よう。
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公害問題から環境問題へ２

1. 問題の構図の変化
従来の公害問題の構図 （被害者 対 加害者）

企業が環境汚染を引き起こし、近隣住民がその被害を受ける。

問題を発生させている主体と被害を受ける主体が別

新しい環境問題の構図 （被害者 兼 加害者）

自動車問題や温暖化問題などでは、人々は汚染を引き起こし
つつ、同時にその被害を受けることとなる。

問題を発生させている主体と被害を受ける主体が同一

⇒ 裁判で責任の所在を明確にすることが難しくなった。
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公害問題から環境問題へ３

2. 事前対策の重要性

賠償責任を担保とすれば、汚染源に環境対策の実施
を求めることは可能である。

しかし、そうした事後対策は後ろ向きの対策であり限
界もある。
事前に被害の程度を知ることは難しいし、

被害を受ける人が損害賠償を請求できない場合もある。

⇒ 環境問題の発生を未然に防止することが本来は望ま
しい。そうした理由から、予防原則の考え方がより重
視されることとなった。
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公害問題から環境問題へ４

4. 固定発生源対策から移動発生源対策へ
汚染源

公害問題 固定発生源（工場や事業所）

環境問題 移動発生源（車など）

汚染防止対策
公害問題 排出源対策で対応してきた
排出規制を定め、対象となる事業所を選定し、施行活動を実施
することにより規制の順守を促す。

環境問題 排出源対策では対応しきれない
排出源の数が多すぎるので、施行活動で規制の順守を促すこ
とは難しい。
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公害問題から環境問題へ５

5. 環境対策への評価の多様性
環境問題に対する考え方は人々によってまちまちであ
る。
例えば、何処まで自然保護をすべきかについて、人々の考え
方には大きな差異がある。

環境対策を実施するための費用に関しても、汚染源の
間で大きな差異がある。
環境対策を容易に実施できる事業者もいれば、大きな出費を
しないと環境対策ができない事業者もいる。

⇒ 人々の考え方や事業者の環境対策費用に大きな
多様性がある場合には、法律により一律に規制するこ
とは難しく、よりソフトな対応をとる方が望ましいケース
がある。
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公害問題から環境問題へ６

上述のような公害問題とは異なった性質をもつ
環境問題へ対応するために、１９８０年代後半か
ら新たな対策が導入されることとなった。
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地球サミットと持続可能な成長

環境と開発のための国連会議（通称 地球サ
ミット）

１９９２年にリオ・デ・ジャネイロで開催

環境と開発に関するリオ宣言が採択

アジェンダ２１が採択
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アジェンダ２１のキーポイント

アジェンダ２１はその後の世界各国の環境政策
に大きな影響力をもつこととなった。

1. 将来世代の権利確保

2. 共通だが差異ある責任

3. 生産及び消費様式の見直し

4. 環境政策への市民参加の機会確保

5. 予防原則の徹底

6. 経済的手法による環境対策の推進
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環境基本法の制定

１９９３年に環境保全に対する理念を定めた環
境基本法が制定された。

1. 環境の恵沢の享受と継承

2. 環境負荷の少ない持続的発展が可能な社会
の構築

3. 国際的強調による地球環境保全の積極的推
進
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環境基本法以降の国内の動き１
持続可能な発展

循環型社会推進基本法（２０００年）
大量生産・大量消費の生活スタイルの見直し

基本コンセプト： ３R＋

1. リデュース（廃棄物の発生抑制）

2. リユース（循環資源の再使用）

3. リサイクル（再生利用）

4. サーマリサイクル（熱回収）

5. 適正処分

関連リサイクル法
容器包装リサイクル法（１９９５年），家電リサイクル法（１９９８
年），食品リサイクル法（２０００年），建設リサイクル法（２０００
年），自動車リサイクル法（２００２年）
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環境基本法以降の国内の動き２
持続可能な発展

環境影響評価法の制定（１９９７年）

開発事業の環境への影響の事前評価を目的とした
環境影響評価制度は、全てのOECD加盟国で法制

化されていた。

しかし、日本では産業界の反対などから、環境影響
評価の法制化が見送られてきた。

環境基本法の制定を受け、１９９７年に日本でも環境
影響評価法が漸く制定された。
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環境法以降の国内での動き３
情報公開１

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の
改善の促進に関する法律（化管法 １９９９年）

化学物質が発明されたおかげで私たちの生活は非常に便利に
なった。

しかし、これらの化学物質の中には健康や環境に悪影響を及
ぼすものがある。

とはいうものの、化学物質をまったく利用しない生活は殆ど不
可能である。

そこで、化学物質の適正管理を目的に上記の法律が制定され
ることとなった。
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環境法以降の国内での動き４
情報公開２

化管法の対象化学物質（環境中の存在量）
第１種指定化学物質

第２種指定化学物質

1. Material Safety Data Sheet 制度

化学物質の管理

第１種指定化学物質・第２種指定化学物質

2. Pollution Release and Transfer Register 制度

環境への排出状況把握（地域への情報公開）

第１種指定化学物質のみ
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環境サミットで採択された条約

生物多様性条約採択

生物の多様性の保全とその持続可能な利用

カルタヘナ議定書（２０００年）

バイオテクノロジーにより改変された生物の国境移動

気候変動枠組み条約採択

地球温暖化問題に対する国際的な枠組み

京都議定書採択（１９９７年）
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国際的取り決めと国内の環境政策

経済のグローバル化に伴い、環境問題もグロー
バル化した。

１９９０年以降、環境政策に関しても種々の国際
的取り決めが行われ、そうした取り決めに対応
するよう、国内の環境政策が調整されてきてい
る。
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環境権と衡平性１

衡平性
環境条件について、人々の間でどれだけ平等な取り扱いがなさ
れる必要があるか。

人間環境宣言
人は尊厳と福祉を保つにたる環境で、自由、平等及び十分な
生活水準を享受する基本的権利を有する。

生きていくために必要な最小限度の環境権については
既に合意がなされている。

それでは、プラスアルファーの環境権について合意をす
ることができるだろうか。
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環境権と衡平性２

環境も私的財としての側面をもつ。

環境サービスと消費財の間にはトレードオフの関係
がある。

例： 不動産市場のアメニティー

意識的に行っているかどうかは別として、人々はしば
しば環境に対し値づけをしている。

環境に対する人々の好みを無視し一律の規制を行う
ことは、人々の選択の自由を奪うこととなるので、望
ましい結果をもたらさなくなる。
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環境権と衡平性３

環境汚染
指標

マイノリティー
の人口比率

マイノリティーの人
口比率が高い地域
ほど環境汚染状況
が悪い
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環境権と衡平性４

企業がマイノリティーの人口比率が高い地域で環境リ
スクの高い事業を行うのはなぜか。

Hamilton（１９９５），Arora and Cason（１９９９）
1. 人種差別 H ×，AC ○

2. 経済的理由（コースの定理） H ○，AC ○

3. 政治的理由（集団活動） H ○，AC ×

企業は潜在的な保障費用が少ない地域を選んで環境汚染を引き
起こす恐れのある事業を実施している。

それは地価を始めとした生活費に反映されており、そのことを承知
した上で所得の低いマイノリティーは住んでいる。


